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今回の内容 
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る検討結果について  
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平成 22 年１月 15 日 

 

 

各都道府県及び市区町村等介護保険主管課（室） 

要 介 護 認 定 担 当 者   殿 

 

 

                     厚生労働省老健局老人保健課 

 

 

 

要介護認定の見直しに係る検証・検討会における検討結果について 

 

 

 

介護保険行政の推進につきましては、日頃からご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

本日「第４回要介護認定の見直しに係る検証・検討会」が開催され、会議を受けて、「平 

成２１年１０月からの要介護認定方法の見直しに係る検証について」が別添のとおり

取りまとめられたところです。 

 当該取りまとめ内容を踏まえ、今後より充実した研修の実施及び認定調査や介護認

定審査会における特記事項の活用について、後日、改めて周知することとしておりま

すのでご承知願います。 

なお、参考として本日の「第４回要介護認定の見直しに係る検証・検討会」におい

て使用した資料（参考資料を除く）を添付いたします。 



（別添） 

 
平成２１年１０月からの要介護認定方法の見直しに係る検証について 

 
平成 22 年 1 月 15 日 

要介護認定の見直しに係る検証・検討会 
 

 
（１）平成 21 年 7 月 28 日に開催された、第 3 回の要介護認定の見直しに係る検証・検討 

会では、昨年 4 月の要介護認定方法の見直しにより、非該当者及び軽度者の割合が増加

したこと等を踏まえ認定調査員テキストを修正し、修正の考え方や内容を自治体等に十

分に周知すべきとした。 
また、厚生労働省に対し、見直し後の要介護認定の実施状況について、本検証・検討

会に報告するよう求めた。 
 
（２）本検証・検討会の指摘を受けて、厚生労働省において、認定調査員テキストが修正さ

れ、市町村への情報提供や調査員等に対する研修が行われた上で、昨年 10 月より市町

村等において新たな方法による要介護認定が開始された。今回、その実施状況につい

て、厚生労働省から報告があった。 
 
（３）まず、昨年 4 月から 9 月までに新規に要介護認定申請を行い、非該当者となった方等

に対し、市町村から再申請等を勧奨した結果、より適切な要介護認定となった。 
4 月からの見直しで影響があった方に対し、厚生労働省、自治体等の適切な連携により、

迅速な対応が図られ、要介護認定の現場が概ね安定したことについては、一定の評価

ができる。 
 
（４）次に、要介護認定のバラツキについては、全体的に相当程度小さくなっていることか

ら、平成 21 年 4 月以降の見直しによって、要介護認定のバラツキを抑えるという制度

改正の目的は一定程度達成できたと考えられる。 
 
（５）ただし、要介護度別の分布については、昨年 4 月からの見直しと比べると非該当者及

び軽度者の割合は大幅に減少し、概ね同等の分布となったものの、過去 3 年と比べて

一部の軽度者の割合が若干大きくなっていることも事実である。 
 

（６）本検証・検討会としては、これらの結果や、特記事項の活用が不十分であると思われ

る状況などを踏まえ、厚生労働省に対し、今後、各自治体等においてより充実した研

修が実施されるよう対応を徹底するとともに、認定調査及び介護認定審査会における

特記事項の活用について改めて周知することを求めたい。 
 
（７）以上により、平成 21 年 4 月に行われた要介護認定の見直しに伴う混乱については、

ほぼ終息し、本検証・検討会の目的は概ね達成できたものと判断し、本検証・検討会は、

今回で終了することとする。 
 
（８）なお、今後の要介護認定のあり方等については、介護保険制度全般の見直しに向けた

議論の方向性を待って、公開の場で議論を進めていくことが適当である。 



資料３ 平成２１年１０月以降の要介護認定の状況について（概要）



平成２１年１０月以降の要介護認定の状況について（概要）

○ 今年度４月から９月に新規に申請した者について、
・非該当と判定された者（２６，８６０人）のうち、市町村等が個別に再申請の勧奨を行った者の割合は、６３．９％
（１７，１５６人）、ホームページや広報誌等で周知を行った者を含めると８３．６％ （２２，４５６人）

・要支援１～要介護５と判定され、本人の認識よりも軽度（重度）に判定された者（９９０人）のうち、市町村等が個別に
区分変更申請の勧奨を行った者の割合は、７５．７％（７４９人） 、ホームページや広報誌等で周知を行った者を含め
ると８８．５％ （８７６人）

であった。

○ 要介護認定方法の見直しに係る問い合わせ等の件数については、減少傾向にあるが、その内容については、特
記事項の適切な記載がポイントとなる質問が約半数（４９．５％）を占めている状況であった。

１．要介護認定方法の見直しに伴う再申請等の勧奨の状況について

２．認定質問窓口に寄せられた問い合わせ等について

○ 調査項目の選択肢に係る自治体間のバラツキについて、平成２０年１０・１１月よりも平成２１年１０・１１月の方が
統計学的有意にバラツキが小さくなった項目（３３項目）は、バラツキ大きくなった項目（２項目）よりも多く、全体的にバ
ラツキが相当程度小さくなった。

○ また、平成２１年４・５月と比べても、平成２１年１０・１１月の方が統計学的有意にバラツキが小さくなった項目（１２

項目）は、バラツキが大きくなった項目（２項目）よりも多い状況であり、全体的にバラツキが小さくなった。

４．調査項目の選択肢に係る自治体間のバラツキについて

○ 大多数の市町村等で、おおよそ全員の認定調査員や介護認定審査会委員に対して新テキストを配布している。
（自治体職員である認定調査員へは９８．６％、委託調査員である認定調査員へは８１．５％、介護認定審査会委員へは９９．３％の自治体が「おおよそ全
員に配布」と回答。）

○ 多くの市町村等が、認定調査員研修において、 「頻回な状況に基づいた選択」や「不適切な介助」について「特に
重点的に説明した」としている（「頻回な状況に基づいて選択を行い、具体的に特記事項に記載する」及び「不適切な介助の場合、理由を特記事項

に記載し、適切な介助を選択する」ことについて、重点的に説明したと回答したのは、それぞれ、８０．５％、７９．６％の市町村等）が、まだ、多くの市町村
等で、「介護の手間」を特記事項に記載することの説明について、重点的に説明を行っていない。（「調査項目にない介護
の手間は、関連する調査項目等の特記事項に記載する」ことについて、重点的に説明したと回答したのは、５７．２％の市町村等）

○ また、多くの市町村等が、介護認定審査会委員研修において、まだ、認定調査員テキスト改訂版の修正内容に
ついて重点的に説明を行っていない。（「認定調査員テキスト改訂版の修正内容」について、重点的に説明したと回答したのは、５７．２%の市町村

等）

３．研修実施状況調査について

資料４

資料５

資料６

資料７

１



○ 集計された結果等をふまえ、今後は、より適切な要介護認定の実施のため、各都道府県や市町村等に対し、より
充実した研修の実施を依頼すると共に、認定調査及び介護認定審査会における特記事項に係る規定及びその活
用等について、これまで以上に留意いただくよう、改めて周知を行ってはどうか。

○ 平成２１年１０月及び１１月に申請され、１０月及び１１月に判定が行われて、１２月４日までにデータが送信され
た約１７万１千件のデータを用いて集計を行った。

○ 一次判定結果における、各要介護度の割合の分布については、「第３回要介護認定の見直しに係る検証・検討
会」で提示された事前のシミュレーションどおり、平成２１年度４月及び５月の申請・判定分に比べて、非該当や要
支援１の割合が大幅に減少（それぞれ７．３％から４．０％、１８．３％から１６．８％）し、非該当の割合は過去３年（３．３％

～３．４％）よりは若干増加しているものの、全体的には、過去３年と概ね同等の分布となった。（４ページ）

○ 二次判定結果についても、非該当及び要支援１の割合が大幅に減少（それぞれ２．３％から１．１％、１７．７％から１６．

１％）しており、全体的に過去３年に近い分布を示しているものの、要支援１については、過去３年（１４．５％～１５．

０％）に比べて割合が若干大きくなった。（５ページ）

○ ただし、認定調査員や介護認定審査委員に対して研修を実施している割合が高い自治体や、調査員テキストの
改訂内容の主なポイントについて重点的に研修を行っている自治体では、非該当及び要支援１の割合は、ほぼ
同等となり、非該当から要介護１までの割合では、むしろ過去３年よりも小さい結果となった。 （１６ページ）

○ なお、テキストが修正される前の平成２１年４月から９月に申請があり、非該当と判定された方で、１０月以降に
再申請をした方（２９７名）のうち、９２．６％（２７５名）は、要支援１から要介護５までの何れかの要介護度が判定され

た（二次判定）。 （１１ページ）

また、４月から９月に申請があり、認定された方で、１０月以降に区分変更申請をした方（３，２８１名）のうち、８０．
２％（２，６３１名）は、前回より重度に判定された（二次判定）。 （１４ページ）

４．要介護認定に係る集計結果について

５．特記事項に係る留意点の周知について

資料８

資料９

２



資料４ １０月以降の要介護認定等の方法の見直しに伴う再申請等の勧

奨の状況について



１０月以降の要介護認定等の方法の見直しに伴う再申請の勧奨の状況について

○ 平成２１年４月～９月に新規に申請し、非該当と判定された者のうち、市町村等が個別に再申請の勧奨を行った者
の割合は６３．９％であった。ホームページや広報誌等で周知を行った者を含めると８３．６％であった。

○勧奨を行った者の割合

※ 平成２１年１１月２０日までに勧奨を行った者の状況について、平成２１年１０月９日～１１月３０日に調査を行い、さらに個別の勧奨、ホームページ・広報
誌等での周知のいずれも行っていない市町村等に対して、改めて勧奨を依頼し、平成２２年１月５日までに勧奨を行った者の状況について、平成２１年１２

月１５日～平成２２年１月５日に調査を行い、両調査の合計を集計した。

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

６３．９％ 17,156名

①：非該当と判定された者

②：①のうち再申請の勧奨を行った者（個別の勧奨に
加え、広報誌、ホームページの掲載等も含む）

③：①のうち個別に再申請の勧奨を行った者

26,860名

８３．６％ 22,465名

○個別に再申請の勧奨を行った者の割合（都道府県別）
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○個別に区分変更申請の勧奨を行った者の割合（都道府県別）

○勧奨を行った者の割合

○ 平成２１年４月～９月までに新規に申請し、要支援１～要介護５と判定され、本人の認識よりも軽度（重度）に認定さ
れた者のうち、市町村等が個別に区分変更申請の勧奨を行った者の割合は７５．７％であった。ホームページや広
報誌等で周知を行った者を含めると８８．５％であった。

１０月以降の要介護認定等の方法の見直しに伴う区分変更申請の勧奨の状況について

①：要支援１～要介護５と判定された者のうち、本人の
認識よりも軽度（重度）に認定された者

②：①のうち区分変更申請の勧奨を行った者（個別の
勧奨に加え、広報誌、ホームページの掲載等も含む）

③：①のうち個別に区分変更申請の勧奨を行った者
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京
都
府
（0/5

）

沖
縄
県
（0/3

）

２

※ 平成２１年１１月２０日までに勧奨を行った者の状況について、平成２１年１０月９日～１１月３０日に調査を行い、さらに個別の勧奨、ホームページ・広報
誌等での周知のいずれも行っていない市町村等に対して、改めて勧奨を依頼し、平成２２年１月５日までに勧奨を行った者の状況について、平成２１年１２

月１５日～平成２２年１月５日に調査を行い、両調査の合計を集計した。



資料５ 認定質問窓口に寄せられた問い合わせ等について
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質問窓口メールアドレ

ス

認定質問窓口（ホーム

ページで受付・回答）

受付時期 ４月１日～６月３０日 １０月１日～１２月３１日

自治体数 １７２ヶ所 １４７ヶ所

件 数 ７８３件 ５７０件 （内、「特記事項の適切な記載」がポイ
ントとなる質問が２８２件（４９．５％））

認定質問窓口に寄せられた問い合わせ等について

○ 要介護認定方法の見直しに係る問い合わせ等に関する質問窓口メールアドレスを３月１９日に開設したが、１０月１日か
らは、より迅速な回答を行うことを目的に、ホームページ上で質問及び回答できるようにした。

○ 開設後の質問受付状況は、４月以降の３ヶ月間の数の推移に比べて、改訂版テキストの使用が開始された１０月以降は
問い合わせの数が減少傾向となった。

○ １０月～１２月の問い合わせ件数のうち、特記事項の適切な記載がポイントとなる内容についての質問が、約半数を占め
た（５７０件中２８２件）。

○問い合わせ数の推移

改訂テキスト
の使用開始

改訂テキスト
の配布

10/1

質問窓口に寄せられた質問件数の推移（参考）

１



実際の介護の手間を、選択肢の選択によって反映することができない場合の質問（３０件）

実際の介助が、選択肢の選択基準に含まれているかどうかについての質問（２５２件）

特記事項の適切な記載がポイントとなる質問の例

質問例③

「幻視・幻聴」によって、「部屋の隅に人がいる」、「山の向こうから、（死んだはずの）夫が降りてくる」等、と発言し
ているが、どの項目で調査すればよいのか。

質問例④

尿とりパットをもったいないとの理由で小さく切って何回かに分けて使うことにより、衣服まで汚したり部屋の周囲
まで汚染する「不潔行為」を続ける場合は、どの項目で調査すればよいのか。

質問例②
２－４「食事摂取」について

基準では、食事中に「常時」見守りを行っている場合に「見守り」を選択することとなっているが、１回の食事の最
中にところどころ声かけ見守りをしている場合のように、「見守り」の基準に含まれているかどうかの判断に難しい
場合でも、「見守り」を選択してよいか。

質問例①
１－１０「洗身」について

洗身行為自体は介助が行われていないが洗身時の転倒防止のため見守っている場合、見守り目的が調査項目
の定義に記載される行為の見守り（洗身がきちんとできているかの見守り）でない場合でも、「見守り」を選択して良
いか。

回答

基準に従って「介助されていない」を選択するが、特記事項に、実際に行われている介護の手間につい
て記載する。

類似する項目又は関連する調査項目（例えば、③であれば「作話」、④であれば「自分勝手に行動する」
など）の特記事項や、認知症高齢者の日常生活自立度の特記事項に、具体的な介護の手間の内容と
頻度を記載する。

回答

２



資料６ 研修実施状況調査について（概要）



調査の概要について
（１）調査の目的

各自治体での介護認定調査の実施方法、調査員への研修・指導、介護認定審査会委員への研修等の状況を把握するこ
とを目的に調査を実施

（２）調査対象

都道府県及び要介護認定に関する業務を実施する自治体（全国市町村・政令市行政区・広域連合・一部事務組合等）

報告数 ： ４７都道府県（４７都道府県中） １，４１１市町村 （１，８００市町村中の７８．４％）

（３）調査期間

平成２１年１２月１日～１４日

（４）調査内容

・ テキストの配布状況、調査員研修及び介護認定審査会委員研修等の実施状況について

（５）研修内容に関する項目について

認定調査員及び介護認定審査会の以下のポイントの研修内容について、「特に重点的に説明した」、「内容に関して一通
りは説明した」及び「ほとんど説明していない」から選択。

①認定調査員研修

・ 介護認定審査会でより特記事項が重視される方式となったこと
・ 試行した結果と日頃の状況が異なる場合は、頻回な状況に基づいて選択を行い、具体的な内容を特記事項に記載

すること
・ 実際に行われている介助が不適切な場合は、その理由を特記事項に記載した上で、適切な介助を選択すること
・ 選択肢の選択の際に、選択肢の選択基準に含まれていないことであっても介護の手間に関係する内容があれば、

特記事項に記載することが重要であること
・ 基本調査項目の中で、もっとも類似する又は関連する調査項目の特記事項等に、具体的な介護の手間の内容と頻

度を記載すること

②介護認定審査会委員研修
・ 認定調査員テキスト改訂版の修正内容
・ 二次判定における介護の手間にかかる審査判定の方法
・ 介護認定審査会として付する意見 1



2

認定調査員テキスト及び介護認定審査会委員
テキスト（紙媒体）の配布状況

【自治体職員である認定調査員への配布状況】

【委託調査員である認定調査員への配布状況】

※ 委託調査員（6月調査）では、選択肢「委託していない」がなかったため、12月調査で紙媒体の配布状況において「委託をしていない」を選択した
自治体の6月調査の回答を「委託していない」に置き換えた上、6月、12月調査ともに「委託していない」と回答した市町村等（6月：414市町村等、
12月：479市町村等）を除外して集計を行った。

【介護認定審査会委員への配布状況】

６月調査

（ｎ＝1,369市町村等）

６月調査

（ｎ＝1,075市町村等）

１２月調査

（ｎ＝８８９市町村等）

１２月調査

（ｎ＝1,402市町村等）

１２月調査

（ｎ＝1,057市町村等）

92.6%

98.6%

1.4%

0.6%

1.0%

0.4%
0.4%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

おおよそ全員に配布した 全員ではないが、半数以上には配布した 

半数には満たないが配布した ほとんど配布していない 

99.3% 0.3%

0.0%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

）

  

  

51.7%

81.5% 8.7%5.9%

7.4%

4.0%

7.8%

33.0%

  

  



3

認定調査員への研修における説明状況

（n=734市町村等）

※ 都道府県、研修を主催した市町村等及び研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答結
果を集計した。なお、研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答は、当該市町村等が所
属している都道府県からの回答と同じ回答とし集計している。

69.9%

80.5%

79.6%

69.1%

57.2%

18.5%

19.8%

30.1%

38.3%

28.5%

4.4%

0.7%

0.5%

0.8%

1.6%

0.1

0.1

0.1

0.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特記事項が重視される
方式となったことの説明    

頻回な状況に基づいて
選択を行い、

具体的に特記事項に
記載することの説明    

不適正な介助の場合、
理由を特記事項に記載し、
適切な介助を選択すること

についての説明

調査項目にない介護の手間を
関連する調査項目の

特記事項に記載することの説明

調査項目にない手間等を
類似の項目の特記事項に

記載することの説明

特に重点的に説明した 内容に関して一通りは説明した ほとんど説明していない 無回答

特記事項が重視される方式と
なったことの説明

頻回な状況に基づいて選択を
行い、具体的に特記事項に記
載することの説明

不適切な介助の場合、理由を
特記事項に記載し、適切な介
助を選択することの説明

選択肢の選択基準に含まれ
ていない介護の手間は、特記
事項に記載することの説明

調査項目にない介護の手間等
を関連する調査項目の特記事
項に記載することの説明



4

介護認定審査会委員への研修における説明状況

（n=５３４自治体等）

57.2%

72.8%

65.7%

18.7%

23.2%

38.3% 4.4%

4.5%

7.1%

0.1

3.9

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定調査員テキスト改訂版の
修正内容についての説明

二次判定における
介護の手間にかかる

審査判定の方法についての説明

介護認定審査会として
付する意見についての説明

特に重点的に説明した 内容に関して一通りは説明した ほとんど説明していない 無回答

二次判定における介護の手
間にかかる審査判定の方法
についての説明

介護認定審査会としての付す
る意見についての説明

認定調査員テキストの改訂版
の修正内容についての説明

※ 都道府県、研修を主催した市町村等及び研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答結
果を集計した。なお、研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加した市町村等からの回答は、当該市町村等が所
属している都道府県からの回答と同じ回答とし集計している。



資料７ 調査項目の選択肢に係る自治体間のバラツキの比較について



0

5

10

15

20

買
い
物

ひ
ど
い
物
忘
れ

集
団
へ
の
不
適
応

移
動

座
位
保
持

簡
単
な
調
理

拘
縮(

膝
関
節)

麻
痺(

そ
の
他)

麻
痺(

左
－
下
肢)

麻
痺(

右
－
下
肢)

日
常
の
意
思
決
定

移
乗

寝
返
り

視
力

短
期
記
憶

排
尿

意
思
の
伝
達

え
ん
下

排
便

起
き
上
が
り

金
銭
の
管
理

片
足
で
の
立
位

洗
身

感
情
が
不
安
定

拘
縮(

肩
関
節)

話
が
ま
と
ま
ら
な
い

ズ
ボ
ン
等
の
着
脱

聴
力

薬
の
内
服

食
事
摂
取

自
分
勝
手
に
行
動
す
る

上
衣
の
着
脱

昼
夜
逆
転

毎
日
の
日
課
を
理
解

同
じ
話
を
す
る

介
護
に
抵
抗

つ
め
切
り

両
足
で
の
立
位

歩
行

整
髪

拘
縮(

そ
の
他)

麻
痺(

右
－
上
肢)

麻
痺(

左
－
上
肢)

洗
顔

拘
縮(

股
関
節)

外
出
頻
度

口
腔
清
潔

今
の
季
節
を
理
解

独
り
言
・独
り
笑
い

立
ち
上
が
り

場
所
の
理
解

生
年
月
日
を
い
う

大
声
を
だ
す

作
話

被
害
的

疼
痛
の
看
護

点
滴
の
管
理

常
時
の
徘
徊

落
ち
着
き
な
し

自
分
の
名
前
を
い
う

一
人
で
出
た
が
る

外
出
し
て
戻
れ
な
い

経
管
栄
養

カ
テ
ー
テ
ル

収
集
癖

じ
ょ
く
そ
う
の
処
置

酸
素
療
法

物
や
衣
類
を
壊
す

透
析

ス
ト
ー
マ
の
処
置

中
心
静
脈
栄
養

気
管
切
開
の
処
置

モ
ニ
タ
ー
測
定

レ
ス
ピ
レ
ー
タ
ー

調査項目の選択肢に係る自治体間のバラツキの比較について

平成２０年１０・１１月

平成２１年４・５月

平成２１年１０・１１月

※１ 各調査項目の複数の選択肢のうち、平成２０年に自治体間の

項目選択率のバラツキが最も大きい選択肢で集計している。

※２ 平成２０年は、見直しによって追加した６項目について、要介

護認定モデル事業（第２次）において３０例以上報告した２３４

自治体の項目選択率のバラツキとしている。

○ 平成２０年１０・１１月、平成２１年４・５月、平成２１年１０・１１月の自治体間の項目選択率のバラツキ（標準偏差）を比較※１

○ 対象：

平成２０年１０・１１月、平成２１年４・５月、平成２１年１０・１１月のすべてにおいて、認定支援ネットワークに１００例以上報告した

１５３自治体※２

○ 平成２０年１０・１１月と平成２１年１０・１１月のバラツキを比較して、７４項目のうち、統計学的有意にバラツキが小さくなったのは

３３項目、有意にバラツキが大きくなったのは２項目（有意水準０．０５未満）

○ 平成２１年４・５月と平成２１年１０・１１月のバラツキを比較して、７４項目のうち、統計学的有意にバラツキが小さくなったのは１２

項目、有意にバラツキが大きくなったのは２項目（有意水準０．０５未満）

平成２０年９月～１１月（モデル事業（第２次））



資料８ 要介護認定に係る集計結果について（概要）
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集計の方法等について

○ 平成２１年の１０・１１月申請分については、全国の保険者である自治体から「１０月に申請を行い１０・１１月に審査判定を行っ

た」及び「１１月に申請を行い１１月に審査判定を行った」要介護認定申請者のうち、厚生労働省に認定支援ネットワークを通じて

１２月４日までに報告のあった申請者の情報について集計を行った。

平成２１年１０・１１月申請者

・ 報告市町村数 １，３９６ 市町村 （１，８００市町村中）

・ 集計対象申請者数 １７１，１６８ 件

○ また、平成１８年～平成２０年の各年の１０・１１月申請分及び平成２１年４・５月申請分（経過措置適用前）については、前述の

平成２１年１０・１１月申請分と同条件で、かつ同数程度の対象者を抽出し、集計を行った。

○ さらに、都道府県や各市町村等に対して、認定調査員及び介護認定審査会委員に対する研修の状況について調査した「研修

実施状況調査」（概要は別紙のとおり）の結果を用いて、研修への参加率が高く、要介護認定テキストの改訂のポイント等につい

て重点的に説明した市町村等について、別途集計を行った。

注 同条件の比較を行うため、各年とも、４月～９月に新規に申請し、非該当と判定され、１０月以降に再申請を行った者については、除外して集計を

行った。

2



判定結果の要介護度区分の比較

3



一次判定結果の要介護度区分の比較
（全体）

3.3%

3.4%

3.3%

7.3%

4.0%

16.4%

17.0%

16.8%

18.3%

16.8%

35.4%

36.2%

34.6%

13.7%

14.2%

13.7%

12.8%

14.4%

11.9%

12.2%

12.2%

10.2%

10.9%

10.0%

9.3%

10.0%

11.0%

11.2%

9.3%

7.6%

9.4%

8.4%

8.6%

13.5%

15.0%

18.4%

19.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年10・11月判定
（n=158,547）

平成19年10・11月判定
（n=172,403）

平成20年10・11月判定
（n=151,280）

平成21年4・5月判定
（n=161,931）

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=171,168）

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護１相当 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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二次判定結果の要介護度区分の比較
（全体）

0.9%

0.8%

0.8%

2.3%

1.1%

15.0%

14.8%

14.5%

17.7%

16.1%

14.7%

15.6%

18.4%

18.2%

17.8%

19.0%

19.3%

15.8%

16.3%

15.9%

14.9%

15.9%

13.0%

13.9%

13.9%

11.5%

11.8%

10.3%

9.9%

10.2%

10.9%

10.7%

9.9%

7.8%

9.7%

9.0%

9.6%

16.6%

18.4%

17.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年10・11月判定
（n=158,547）

平成19年10・11月判定
（n=172,404）

平成20年10・11月判定
（n=151.282）

平成21年4・5月判定
（経過措置適用前）

（n=161,947）

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=171,181）

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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二次判定での一次判定結果の変更割合の比較
（全体）

7.8%

7.7%

7.6%

3.1%

3.1%

71.6%

71.3%

71.2%

78.7%

82.6%

20.6%

21.0%

21.1%

18.2%

14.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年10・11月判定
（n=158,547）

平成19年10・11月判定
（n=172,403）

平成20年10・11月判定
（n=151,280）

平成21年4・5月判定
（経過措置適用前）

（n=161,931）

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=171,168）

軽度変更された 変わらない 重度変更された

6



更新申請者における一次判定結果の
更新前一次判定結果との比較（全体）

30.1%

22.4%

40.9%

44.2%

29.1%

33.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成21年4・5月判定
（n=64,064）

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=79,805）

前回より軽度に判定された 変わらない 前回より重度に判定された

7



更新申請者における二次判定結果の
更新前二次判定結果との比較（全体）

11.6%

12.1%

11.9%

18.8%

16.1%

65.2%

64.6%

66.0%

62.4%

62.1%

23.2%

23.3%

22.2%

18.8%

21.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年10・11月判定
（n=123,421）

平成19年10・11月判定
（n=131,009）

平成20年10・11月判定
（n=114,522）

平成21年4・5月判定
（経過措置適用前）

（n=117,426）

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=126,815）

前回より軽度に判定された 変わらない 前回より重度に判定された
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9

認知症高齢者自立度の分類でみた更新申請者における
二次判定結果の更新前二次判定結果との比較

16.1%

19.9%

12.5%

62.1%

63.9%

60.5%

21.7%

16.2%

27.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体
（n=126,815）

自立、Ⅰ
（n=62,018）

Ⅱ以上
（n=64,797）

前回より軽度に判定された 変わらない 前回より重度に判定された

（平成２１年１０・１１月判定）

9



平成２１年４月から９月に申請し、非該当とされた者で、
その後、１０月以降に再申請を行った者の集計結果

10



平成２１年４月から９月に申請し、非該当とされた者で、
その後、１０月以降に再申請を行った者の、前回の

二次判定結果と今回の二次判定結果の比較

11

※ 平成２１年１０・１１月の再申請者のうち、前回平成２１年４月１日～９月３０日の間に申請のあった者の集計を行った。

何れかの要介護度が判定
された割合９２．６％（２７５名）

100%

7.4% 48.8% 15.5% 4.7%18.9%

1.7%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成21年10・11月に
再申請を行った者の前回判定

（12/４締めデータ）
（n=297）

平成21年4月から平成21年9月に
申請し非該当と判定された者で、

その後平成21年10・11月に
再申請を行った者
（12/４締めデータ）

（n=297）

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

平成21年4月～9月に申請が行わ
れた際の判定結果

（ｎ＝297）

平成21年4月から平成21年9月に
申請が行われた際の判定結果

（ｎ＝297）

平成21年10・11月に再申請が行
われた際の判定結果
（12/4締めデータ）

（ｎ＝297）

前回

今回



平成２１年４月から９月に申請した者で、その後、
１０月以降に区分変更申請を行った者の集計結果

12



13

平成２１年４月から９月に申請した者で、その後、１０月以降
に区分変更申請を行った者の、前回の二次判定結果と

今回の二次判定結果の比較

38.8%

4.8%

28.5%

15.6%

15.0%

21.2%

5.8%

28.2% 26.9%

5.1%

0.9%

5.6%

2.4%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回判定
（n=3,281）

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=3,281）

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

平成21年4月～9月に申請が
行われた際の判定結果

（ｎ＝3,281）

平成21年10・11月に申請が
行われた際の判定結果

（ｎ＝3,281）

前回

今回



平成２１年４月から９月に申請した者で、その後、１０月以
降に区分変更申請を行った者の、今回の判定結果と
前回の判定結果（平成21年4月～9月）との比較

【一次判定結果】

【二次判定結果】

3.9% 10.6% 85.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=3,066）

前回より軽度に判定された 変わらない 前回より重度に判定された

2.7% 17.1% 80.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=3,281）

前回より軽度に判定された 変わらない 前回より重度に判定された

14

前回より重度に判定された
割合（２，６３１名）



二次判定結果の要介護度区分の比較（全体）
（研修実施状況調査の結果をふまえた集計）

15



二次判定結果の要介護度区分の比較（全体）
（研修実施状況調査の結果をふまえた集計）

（※１）認定調査員研修における５つのポイント全て （※２）審査会委員研修における３つのポイント全て

0.9%

0.8%

0.8%

2.3%

1.1%

1.0%

1.2%

1.0%

15.0%

14.8%

14.5%

17.7%

16.1%

16.3%

15.1%

14.5%

14.7%

15.6%

15.7%

13.8%

12.9%

18.4%

18.2%

17.8%

19.0%

19.3%

19.6%

20.1%

21.3%

15.8%

16.3%

15.9%

14.9%

15.9%

16.0%

16.6%

16.9%

13.0%

13.9%

13.9%

11.5%

11.8%

11.7%

12.4%

12.9%

10.3%

9.9%

10.2%

10.9%

10.7%

10.4%

11.5%

11.6%

9.9%

7.8%

9.7%

9.0%

9.6%

9.4%

9.3%

8.9%

16.6%

18.4%

17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成18年10・11月判定
（n=158,547）

平成19年10・11月判定
（n=172,404）

平成20年10・11月判定
（n=151,282）

平成21年4・5月判定
（経過措置適用前）

（n=161,947）

平成21年10・11月判定
（12/４締めデータ）

（n=171,181）

認定調査員研修に８割以上参加
かつ主なポイント(※１)を

「特に重点的に説明した」場合
（ｎ＝46,816）

審査会委員研修に８割以上参加
かつ主なポイント(※２)を

「特に重点的に説明した」場合
（ｎ＝7,282）

認定調査員研修及び審査会委員研修に
いずれも８割以上参加

かつ両研修で主なポイントを
「特に重点的に説明した」場合

（n=4,869）

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 16



当日机上配付資料 再申請者の二次判定結果の要介護度区分の比較



再申請者の二次判定結果の
要介護度区分の比較

11.8%

10.8%

11.8%

44.9%

43.0%

44.3%

16.7%

14.1%

14.7%

5.3%

7.3%

6.3%

13.9%

16.8%

15.0%

4.7%

4.4%

4.9%

1.8%

2.1%

2.0%

1.0%

1.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成18年10・11月判定
（n=729）

平成19年10・11月判定
（n=821）

平成20年10・11月判定
（n=695）

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５



資料９ 特記事項に係る現状及び留意点の周知について



週に３回程度の
失禁の掃除は
家族が行っている。

頻度が少ないため
「介助されていない」

を選択
● 排尿の介助はない。
● 週3回程度失禁あり。
● 掃除は家族が行う。

現状（１）
○ 軽度者に対する認定調査員による選択肢の選択においては、実際の介護の手間がある場合でも、その頻度

が少ない場合が多く、選択の基準に従うと、「介助されていない」、「ない」又は「できる」を選択することになるが、
その場合でも、特記事項に、実際に行われている介護の手間に関する情報を記載することとなっている。

○ しかし、現状では、一次判定に反映されていない介護の手間が一定量生じているにも関わらず、特記事項に
介護の手間に関する情報が記載されないため、介護認定審査会における二次判定で考慮できなくなっている
場合が多い。

１

改めて周知する留意点（１）

自分でトイレに行って排泄しており、通常は介助は行われていないが、週に３回ほどの頻度で、トイ
レに間に合わずに失禁し、廊下が濡れており、廊下の掃除は家族が行っている。以上の状況ではあ
るものの、より頻回な状況に基づき、「介助されていない」を選択する。

○ 認定調査員は、特に軽度者への認定調査に当たっては、「介助されていない」や「ない」等の選択肢を選択す
る場合でも、実際に介護の手間が発生している場合には、特記事項に介護の手間と頻度を記載する。

「2-5排尿」の例

対象者の状況

選択の基準

選
択

特
記

認定調査票 一
次
判
定

二
次
判
定

×
記載されていない場合が多い

二次判定で、
介護の手間を
考慮できない

● 実際の介助で選択。
● 頻回な状況で選択。
● 手間は特記事項。

【特記事項の例】



現状（２）

○ 実際に調査項目の選択基準に含まれていない介護内容や、調査項目が設定されていない介護がある場合
は、その具体的な「介護の手間」と「頻度」を特記事項に記載することとなっている。

○ しかし現状では、一次判定に反映されていない介護の手間が一定量生じているにも関わらず、選択基準に含
まれていない介護の手間に関する情報については、記載されていないため、介護認定審査会における二次判
定で考慮できなくなっている場合が多い。

● 実際の介助で選択。
● 外出は選択基準に
含まない

●手間は特記事項。

週に２回の通院外出時
の移動における家族の
手引き歩行、車送迎。

室内は自力移動なので
「介助されていない」

を選択● 室内自力移動。
● 通院外出時は一部

介助あり、週2回、家
族が介助。

選択肢の選択基準に含まれていない場合の例（「2-2移動」の例）

対象者の状況
選択の基準

選
択

特
記

認定調査票 一
次
判
定

二
次
判
定

×
記載されていない場合が多い

二次判定で、
介護の手間を
考慮できない

２

● 調査項目に軟膏の

塗布の項目なし。
● 手間は特記事項。

一日三回の家族
による軟膏塗布

選択すべき
調査項目なし

（一次判定には反映されない）● 一日三回の軟膏の
背中への塗布。

● 家族による介助あり。

対象者の状況
選択の基準

選
択

特
記

認定調査票 一
次
判
定

二
次
判
定

×
記載されていない場合が多い

二次判定で、
介護の手間を
考慮できない

いずれの認定調査項目にも実際に発生している介護の手間に対応した項目が設定されていない場合（「軟膏の
塗布の例）



帯状疱疹の後遺症のため、一日三回、軟膏を背中に塗布する介助が行われている。
※第2群の特記事項記載欄のあいている部分や「5-1薬の内服」「特別な医療-11 じょくそうの処置」等の特記事項欄など、審査会委員
の読みやすい場所に記載。

○ 認定調査員は、いずれの認定調査項目にも当該介護の手間に対応した項目が設定されていない場合には、
具体的な介護の手間の内容と頻度を記載する。

【特記事項の例】

３

改めて周知する留意点（２）

○ 認定調査員は、実際に発生している介護の手間が選択肢の選択基準に含まれていない場合は、具体的な介
護の手間の内容と頻度を記載する。

室内では自力で移動できる。外出行為に関しては定義に含まれないため、「介助されていない」を選択す
るが、週に２回、病院に通院する際は、長距離の歩行ができないため、介護者が必ず付き添い車での送
迎の上、手引き歩行している。

【特記事項の例】



○ 特に、要支援１などの軽度のケースで、かつ、「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅡ以上のケースでは、
ＢＰＳＤ関連の行動に係る介護の手間が発生している可能性が高いが、こういった場合でも、認定調査員によ
る特記事項が記載されていないことが多い。

○ もし、特記事項が適切に記載された場合には、要支援１から重度変更されて、要介護１となるケースが多い
のではないか。

現状（３）

● 定義された行動の
発生頻度で選択。

● 手間は特記事項。

家族が毎日
なだめている。

感情の不安定さ
が確認できないため
「なし」を選択● 「死にたいわ」と毎日

いうが、感情不安定
とまではいえない。

● 家族がなだめている。

対象者の状況

選択の基準

選
択

特
記

認定調査票

一
次
判
定

二
次
判
定

×
記載されていない場合が多い

二次判定で、
介護の手間を
考慮できない

「4-3 感情不安定」の例

４



改めて周知する留意点（３）

５

○ 特に、「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅡ以上のケースについては、ＢＰＳＤ関連項目等について実際の
介護の手間が発生しているかどうかについて確認を行い、実際に介護の手間が発生している場合は、特記事
項に、その手間及び頻度について記載すること。

改めて周知する留意点（４）
○ 認定審査会は、上記のように認定調査員が記載した特記事項等を用いて、必要な場合には、一次判定結果

の変更（重度変更及び軽度変更）を行うこと。
特に、一次判定で要支援１等の軽度と判定されたケースで、かつ、「認知症高齢者の日常生活自立度」がⅡ

以上のケースについては、ＢＰＳＤ関連項目の特記事項等に着目して、一次判定の変更の必要性について検
討すること。

【特記事項の例（「4-3感情不安定」の例）】
「死にたい」と毎日のように言う。感情が不安定になるほどではないため、選択は「ない」とするが、毎日の

ように家族が話をきき、本人をなだめている。

【特記事項の例（「4-6大声を出す」の例）】
気に入らないことがあると「ばかやろう」と吐き捨てるようにいうことが週に2-3回ある。以前はそのようなこ

とはなかったため、家族は性格が変わったようだと困惑している。家事等、本人の機嫌を損ねないようにし
ているが家族には負担になっている。大声でいうわけではないため「大声を出す」は「なし」とした。

【特記事項の例（「4-15話がまとまらない、会話にならない」の例） 】
家族によると対象者の言動が以前と変わってきており、話していることに整合性がなくなっているように

感じることもあるとのこと。「会話が成立しない」というほどではないので「話がまとまらず、会話にならない」
は「なし」としたが、家族は心配で外出等を控えて、１人にならないようにして見守っている。

【特記事項の例（「認知症高齢者の日常生活自立度の選択」の例）】
車の運転が好きで、自分で運転しようとするが、家族が危険と判断し、やめるように言っている。認知症

の周辺症状としての行動ではないようにも見えるが、本人が車の運転に固執しており、家族がカギを隠し
ていることで、口げんかになることが週に１度はあるといった状況である。他に適当な項目がないため、当
項目に記載した。



特記事項に係る規定等について

○ 介護認定審査会の二次判定（重度変更及び軽度変更）では、特記事項及び主治医意見書から読み取れる「介
護の手間」に基づき一次判定結果の変更の理由を明らかにすることとされていることから、認定調査においては、
特記事項に「介護の手間」及びその「頻度」に関する情報が適切に提供されていることが重要である（介護認定審
査会委員テキスト21ページ、認定調査員テキスト２ページ）。

○ 特に、ＢＰＳＤ関連項目においては、実際の対応や介護の手間とは関係なく、ＢＰＳＤ関連の行動の有無に基
づき、選択肢を選択することとなっていることから、当該項目の有無だけで介護の手間が発生しているかどうか
は必ずしも判断できない。したがって、二次判定で介護の手間を適切に評価するために、認定調査員は、介護
の手間の状況や頻度等について特記事項に記載することとしている（平成２１年９月３０日発出事務連絡によるQ&Aの問
４など）。
※ ＢＰＳＤ関連項目：「認知症に伴う行動・心理状態」の関連項目

○ また、基準にしたがい、「介助されていない」（介助の方法の項目）、「ない」（有無の項目）、 「できる」（能力の項
目）等を選択する場合であっても、実際に介護の手間が発生している場合には、当該介護の手間及び頻度につ
いて、特記事項に記載することが重要である（平成２１年９月３０日発出事務連絡によるQ&Aの問２１など）。

○ さらに、実際に介護の手間が発生しているにも関わらず、「能力」、「介助の方法」、「有無（麻痺等・拘縮及び
BPSD関連）」のいずれの基本調査項目にも当該介護の手間に対応した調査項目が設定されていないために、
実際の介護の手間を基本調査項目の選択肢の選択によって反映することができない場合は、基本調査項目の
中で、もっとも類似する又は関連する調査項目の特記事項等に、具体的な介護の手間の内容と頻度を記載する
必要がある（同上）。

（参考）

６

（参考）

日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが多
少見られても誰かが注意していれ
ば自立できる。

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ

何らかの認知症を有するが、日常
生活は家庭内及び社会的にほぼ
自立している。

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ

日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さがみ
られ、介護を必要とする。

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ

日常生活に支障を来たすような症
状・行動や意思疎通の困難さが頻
繁に見られ、常に介護を必要とす
る。

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅳ

著しい精神症状や問題行動あるい
は重篤な身体疾患が見られ専門
医療を必要とする。

認知症高齢者の日常生活自立度M
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